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21 世紀に入って、企業経営の環境が大きく変化し、それに伴ない経営理念及

び企業行動の再構築が必要となってきた。 
企業がその目的を達成し、事業を継続して行くためには、経済的側面の考慮

だけでは充分ではなくて、むしろ社会的側面の配慮こそが重要である。 
 
利益を計上し、事業を継続していくためには、①市場、②環境、③人間、

④社会、を最重要な経営環境と認識して、⑤社会的責任を果たし得る経営組

織を確立する必要がある。 
企業は、社会の一員としての認識を明確にし、ＣＳＲ（企業の社会的責任）

を経営理念の構築の土台とし、その実践を行わなければならない。 
 
現状における沖縄企業のＣＳＲ意識をまとめるために、2004 年 10 月及び

2005 年 10 月に当事務所の顧問先企業（会社）について、ＣＳＲ意識の調査を
行なった。 
その結果を経済同友会（東京 2004年 1月調査）と九州経済同友会（2005年

3月調査）の調査結果と比較した。 
 
また、経営者による企業の総合力等（日本公認会計士協会による中小企業金

融円滑化施策の提言チェックリスト）についての調査を同時に行ない、県内企

業のＣＳＲ意識と企業の総合力等についての相互の関連を検討した。 
 
 
 

 Ⅰ．沖 縄 企 業 の Ｃ Ｓ Ｒ 意 識 と 評 価    １ 

 

 Ⅱ．沖 縄 企 業 の Ｃ Ｓ Ｒ 意 識 の 調 査 結 果    ７ 

 

 Ⅲ．沖縄企業の経営者による総合力の調査   １６ 

 

 Ⅳ. 調査対象企業の財務諸表の適正表示等の調査 ２５ 

 

 Ⅴ. 調 査 集 計 内 容 、 方 法 等 の 説 明 ２７ 


